成年後見人の役割とビジネスモデル

ポイント

1 税理士が成年後見制度の担い手となることに対する社会的期待は大きい

2 後見制度の周知および利用の促進を図るべきである

3 社会貢献としての役割を認識すべきである

4 職域拡大として行う際には、任意後見制度の活用が有効である

1. はじめに

平成12年4月1日に、民法大改正といわれた成年後見制度が創設された。これは、従来の禁治産制度の100年ぶりの抜本的な改正である。成年後見制度が創設された背景には、わが国社会の世界に類をみないほどの急速な高齢化の現実があること、高齢者と障害者に対する政策の国際的基準の設定、措置から契約へというわが国の社会福祉基礎構造改革すなわち、福祉政策の転換がなされたこと、そして痴呆性高齢者・知的障害者・精神障害者の財産管理や身上監護の保護のためには、従来のマイナスイメージがある禁治産・準禁治産宣告制度をより柔軟で使いやすい制度への改正をすることへの期待が強かったことがあげられる。
平成12年度の介護保険制度および成年後見制度は車の両輪といわれ、同時施行のはこびとなった。これは、介護保険制度が契約を前提としたものであり、高齢者の方など契約に対する判断能力がない場合などには、後見人を必要とするため介護保険を始動させるためには、後見制度が不可欠なものであったためである。
そこで、この後見制度を支えるべく各専門家が立ち上がったのである。現在、司法
書士が成年後見センター・リーガルサポート、弁護士は、オアシス（東京弁護士会）、ゆとりーな（第二東京弁護士会）、社会福祉士は、ぱあとなあを設立し成年後見活動を行っている。税理士は組織としての活動は行っていないが、社会的な期待は大きい。それは、国家資格としての信頼性があること、財産管理を実務において実践していること、弁護士、司法書士、社会福祉士等と比較して人数が多く全国くまなく存在していること、相続・事業承継等のプロフェッショナルであること、任意後見制度の利用への案内役となりうることなどがあげられる。今後ビジネスとして、あるいは社会貢献活動として税理士がどうかかわっていくことができるのか検証してみたい。
2. 成年後見制度とは

成年後見制度は、精神的または身体的に自ら財産管理や身上監護の全部または一部ができなくなった者を対象に、必要な範囲において援助を行うことをいう。成年後見制度の基本理念として掲げられるものがノーマライゼーション、自己決定権の尊重そして自立支援である。ノーマライゼーションとは、障害者を特別なグループとして社会から隔離するのではなく、可能な限り社会の一員として、地域社会で普通の生活が送れるような環境や条件をつくりだそうとする、いわば高齢者も若者も、障害者もそうでない者も、すべて人間として普通（ノーマル）の生活を送るため、ともに暮らし、ともに生き抜くような社会こそノーマルであるといった考え方である。自己決定権の尊重とは、可能な限り自己の意思による決定を尊重しようというものである。つまり、従来の福祉サービスが行政による措置により硬直的に行われてきたものから、民間業者が営利事業としてサービスを対価により行いはじめたことから福祉サービスを権利として捉え、その権利を行使するといった形態になり、自己決定権の尊重が重視されるようになったのである。そして、自立支援とは、できうる限り高齢者自身の心身の機能を最大限に活用し、自立した生活を営むことを支援するということである。
成年後見制度は、従来の制度が禁治産者と準禁治産者と2類型であったのに対して、補助・保佐・後見の3類型を採用している。後見の対象者は、「精神上の障害により事理を弁識する能力を欠く常況に在る者」（民法7条）、保佐の対象者は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分な者」（民法11条）、補助の対象者は、「精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な者」（民法14条）とされている。後見制度の種類としては、法定後見制度と任意後見制度とに分類することができる。法定後見とは、すでに精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な状況にある者について、後見人等を申し立てにより付与する制度である。一方、任意後見とは、自分の判断能力が不十分になった後の財産管理などに関する事務を受任者に委託し、委任した事務について代理権を与えるといった制度である。つまり、契約締結のときから効力が発生するものではなく、本人の判断能力が低下し、家庭裁判所において任意後見監督人が選任されたときから効力が発生するものである。

3. 関与先ニーズの掘り起こし
　　　税理士が関与している納税者の方々の中にも、後見人等を必要とされている方、あるいは将来的に判断能力が不十分になった際の財産管理等に不安をもたれている方等、成年後見制度の必要性を実感される場合があるのではないだろうか。たとえば、法定後見については、親が寝たきりではあるが、親の不動産を売却したいとか、賃貸アパートが老朽化してしまったので銀行から融資を受けて抵当権の設定をしたいだとか、法的に判断能力の有無が重要になってくることはありうる。このような相談を受けることはないだろうか？本人の判断能力が不十分であるにもかかわらず、不動産を売却するため、あるいは銀行の融資を受ける必要性のために、後見人としての法的地位がないにもかかわらず、親族が代理等で契約書にサインをしてしまってはどのような事態になるであろう。実際に起こった事例として、平成8年10月24日東京地裁判決がある。これは、「Aが平成3年12月に家庭裁判所で禁治産宣告を受ける前の平成2年3月、Aの長男の妻とその知人Cは、Yから3億5千万円を借り入れ、Aはこの債務の連帯保証をするとともに、Aの所有不動産に極度額5億2,500万円の根抵当権設定登記をし、その後平成6年2月、XはYからこの根抵当権に関する転抵当権と債権質権を取得し、この根抵当権設定登記につき転抵当と質入の登記をした。平成2年3月当時、Aの心身の状態は、古くからの住込みのお手伝いの介護を受けることによって日常生活は格別重大な支障があったわけではないが、高齢によって老年性痴呆がある程度発現進行していた。他人の債務のため不動産に根抵当権を設定するなどという処分行為については、平易な言葉で懇切丁寧に繰り返し説明してようやくその意味が若干わかるかどうか（実際にはほとんど理解できず、そのため自分のしたことについての記憶もまったくない状態のようであった）という程度の事理弁識能力しかなかった。B,CらはAの健康状態や事理弁識能力がこのように相当衰弱してきていることを十分に認識しながら、CにおいてAに対して連帯保証と根抵当権設定の各契約書に署名をさせた。判決においては、Aの各書面の署名は事理弁識能力を欠いた状態にある者がその意味を理解できないままにされたもので、仮に根抵当権設定と連帯保証についての意思表示をしたことになるとしても、意思能力がない状態でされた無効の意思表示である」（新日本法規・高齢者の生活介護の手引き）、として契約無効となった事例である。
　　　実務の現場としては、遺産分割においてこのようなケースがあり得る。相続人の中に事理弁識能力が不十分であるにもかかわらず、他の相続人が遺産分割についてサインをしてしまったといった場合には遺産分割の無効の訴えが提起される可能性もある。このような重要な法律行為には本人の意思能力の有無が問題となりうるので、本人の後見人等による代理が必要となる。ただ、遺産分割のためだけといった場合には、補助の制度を利用していけば十分である。補助の制度は、家庭裁判所が付与した特定の法律行為について本人を代理したり、本人の行為に同意を与えたり、また、補助人の同意権の範囲で補助人の同意なしに行った行為を取消したりする。補助人が代理する特定の法律行為とは、民法12条第一項に定めた行為の一部に限られる。たとえば、預貯金の管理・払戻し・解約、不動産や重要な財産の売買・賃貸借の締結や解除・抵当権の設定等、遺産分割等々である。上記の遺産分割においては、本人または本人の同意を得て家庭裁判所へ遺産分割について、補助人に代理権を付与することが考えられる。そして、遺産分割が終了したときには、「遺産分割」についての代理権付与の審判については取り消しを求めることによって、補助人の役割は終了する。つまり、本人の事理弁識能力の度合いによるが、遺産分割に限らず、不動産の売却等重要な法律行為についてのみ、補助人となることが可能である。そして、この補助人としての役割に税理士がなることは可能であろう。ある事柄の法律行為についてのみ事務を行えばよい。報酬については、本人の財産の中から支払われることとなり、家庭裁判所が本人の資力その他の事情を考慮して、与えることとなる。
　　　次に、いまだ判断能力ははっきりしているが将来的な財産管理等に不安を抱いている方に対する任意後見制度の利用を考えてみる。納税者の方の中には、現在は不動産管理を自分で行っているが、将来判断能力が不十分になった際だれに託すかといった不安があるのではないだろうか。こういったケースに、任意後見制度を利用し、税理士として任意後見受任者となっておくことである。任意後見契約はあくまで、本人と受任者との間の委任契約であるため、報酬についても自由である。たとえば不動産管理収入の10％といった決め方も可能である。そして、委任契約であるため、代理権の範囲も自由に設定でき、不動産管理のみといった契約にしておくこともできる。毎年の確定申告作業に加えて、毎月の不動産管理による報酬が生まれてくることとなる。このような関与先のニーズを掘り起こしていくことも必要ではないだろうか？

4. 対策・解決策の提案

　　　法定後見にしても、任意後見にしても、まだ利用頻度は少ないようである。税理士は、上記のような遺産分割における法定後見の必要性、不動産管理における任意後見の必要性を把握しうる立場として近いところにいることは事実である。まず、身近な納税者の方に後見制度を周知していくことが必要である。判断能力が不十分な方や高齢者や障害者を保護することが第一である。つまり、本人保護のために、後見制度の利用を促すこと、そして、本人の将来の不安を解決するために任意後見制度の利用を促していくことが大切である。そこから、ニーズが生まれ、税理士としての専門職が生かされてくるといえる。　
5. ビジネスとしての構築方法
　　　成年後見制度をビジネスとして捉えた場合、さまざまな角度から考えることができる。第一に、法定後見人としての役割である。税理士の場合には、一定の研修を受けた者が成年後見人として家庭裁判所へ登録をし、家庭裁判所からの推薦により後見人としての事務を担う場合がほとんどである。後見人等は、本人の財産を管理したり、財産に関する法律行為について本人を代理等することとなる。この財産管理等について報酬を得ることができる。ただ、法定後見の場合には家庭裁判所が報酬に関する決定権を持つことになり、後見人および本人の資力その他の事情を考慮して、本人の財産の中から相当な報酬を与えることとなる。
　　　第二に、補助人としてある特定の法律行為だけを補助することによる役割である。上述のように、遺産分割だけを行うに際して補助人となるといったものである。この場合には、その法律行為だけが終了すれば補助人としての役割は終わるため、ある期間だけの事務でいいこととなる。この場合の報酬についても、自ら決めることはできないため、家庭裁判所が決定権を持つこととなる。
　　　第三に、任意後見受任者としての役割である。これは、あくまで本人との委任契約であるため、代理権限の範囲、報酬の範囲等を取り決めることができる。委任の範囲に応じて、たとえば不動産管理といった委任について、毎月5万円ときめても、10万円と決めてもかまわない。また、毎月の管理だけではなく、不動産の売却については売却金額の2％といった定め方も可能である。したがって、任意後見受任者としてのビジネス的側面は大きいといえるのではないだろうか。
　　　第四に、後見事務終了後、それは大部分の場合本人の死亡と考えられるが、死亡後の事務である。もちろん、財産を多額に所有していた場合については相続税申告。そして、遺言執行事務等である。ただし、遺産分割協議や登記事務については士法に抵触する可能性があるので注意が必要である。また、親族がいない場合については、葬儀事務から墓の購入まで請け負うことも考えられる。法定後見の場合には、家庭裁判所が報酬についての決定権を持つが、任意後見の場合には、あらかじめ委任の範囲を決めることができるため、相続税申告も含めることも可能である。
　　　第五に、後見監督人である。これは、法定、任意を問わず監督人は必要であるため、監督人としてのビジネスが考えられる。監督人は、あくまで後見人等の事務管理等を監督するといった役割であるため、後見人ほどの報酬は期待できないが、毎月なり一定の報酬を得ることは可能である。ただし、監督人の報酬については、家庭裁判所が法定後見人等報酬と同様に決定権をもつことになる。

　　　以上のように、税理士業以外にさまざまなビジネスチャンスがある。法定後見の場合と任意後見の場合と報酬体系等が異なると考えられるが、今後の職域拡大としても考えていくことのできる分野である。
6. 留意点
　　　さて、以上見てきたように成年後見制度を新たな税理士の職域拡大分野と捉えるこ
とができる。考えなくてはいけないことは財産を多額に持っている方に関する後見は確かに、ビジネスとして捉えることができるかもしれない。相続発生時における相続税申告の割合が5％程度であることからわかるように、多額に資産をもっている方ばかりとは限らない。つまり、年金暮らしをされていて、ほとんど資産を保有していない高齢者の方もいるということを考えなければならないのである。そのような方が、後見人を必要としている場合報酬を支払う力がないことによって差別をしてしまってもいいのであろうか？むしろ、大多数を占めているのが年金暮らしによる方々である。つまり、ビジネスとしての側面だけで後見制度を担うわけにはいかない。ボランティアの側面、ある意味で税理士としての社会貢献の側面が強いことを理解しなければならない。

　　　介護ビジネスのように、一定の報酬が介護保険という保険制度から手当てされるのであればよいが、後見制度には残念ながらそのような保険制度は存在しない。つまり、報酬の支払い資力がない被後見人に対する報酬については保障されていないことになる。
　　　成年後見制度を税理士の職域拡大と捉えることは、前向きに検討すべきであると思う。ただし、福祉的な側面を持ち合わせていることを念頭に置くべきである。

　　　そして、もうひとつ注意しなければならないことは、税理士として成年後見活動に参入していくに際して、損害保険制度の整備が現在ではまだなされていない。後見活動を行っていく上で、たとえば被後見人の財産に損害を与えてしまった場合や、人体を傷つけてしまった場合などについての賠償責任が考えられる。司法書士が運営している社団法人成年後見センター・リーガルサポートではすでに成年後見損害賠償保険の契約がなされている。税理士においても、成年後見に関する損害賠償保険の整備が一刻も早くなされなければならない。

　　　最後に、税理士が成年後見制度の担い手になる場合、民法の後見制度はもとより、憲法の人権擁護や福祉の制度、痴呆症などの病気の理解などなど多方面にわたる知識が必要である。ビジネス的側面を考えることができると同時に数々の問題点をクリアーして、この後見制度に参入していく必要がある。
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